
課題①

取組の方向性

課題②

取組の方向性

課題③

取組の方向性

適切な受療行動を促す情報提供

都民が各医療機関の役割を理解し、適切な受療行動を取れるよう普及啓発を進めることが必要

・東京都は特定機能病院等及び拠点病院の医療機能について、リーフレットやホームページ等を活用して情報提供
・特定機能病院等及び拠点病院は、高度医療施設や拠点病院の機能について、東京都が作成するリーフレット等を
活用して患者に情報提供し、適切な逆紹介を推進
・都民は、自らの病状に応じた通院の在り方について理解し、行動する。

・拠点病院は、がん医療、救命救急、小児・周産期医療、災害医療等、専門的な外来医療の提供、地域の病院や一
般の診療所に対する研修等を実施
・医療機関は、拠点病院での治療後に、患者が住み慣れた地域や就労先付近で治療を継続できるよう、患者情報を
共有化し、連携体制を強化
・都内医療機関・東京都医師会・東京都は、東京総合医療ネットワークや東京都多職種連携ポータルサイト（仮称）に
より、相互に協働しながら、東京都全体におけるICTを活用した医療連携を充実していく。

高度な外来医療機能の充実

都内に集積する特定機能病院等の専門性を生かした高度・先進的な外来医療体制の充実が必要

・特定機能病院等、全国から集まる症例を基に、希少がんや難病などに対する高度な外来医療の提供、開発及び評
価並びに研修等を実施
・特定機能病院等は、それぞれの専門性を生かしながら、相互に連携することで、東京の医療ニーズ等を踏まえた外
来医療提供体制を充実

拠点病院の機能を生かした医療連携の推進

拠点病院は専門的な医療を発揮し、ネットワークを形成するとともに、患者が状態に応じた
治療を継続して受けられるよう体制を構築していくことが必要

「東京の将来の医療～グランドデザイン～」に基づく外来医療の方向性（素案） 資料８

Ⅰ 高度医療・先進的な医療提供体制の将来に渡る進展
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課題①

取組の方向性

課題②

取組の方向性

課題③

取組の方向性

・東京都は、東京都多職種連携ポータルサイト（仮称）の機能を充実させることにより、円滑な転院を支援
・医療機関は、患者の状態に応じた円滑な転院に向けて、転退院部門の機能を強化
・医療機関は、患者が住み慣れた地域や就労先付近で継続的に必要な外来医療を受けられるよう連携を強化
・都民は、自らの病状に応じた通院の在り方について理解し、行動する。

ＩＣＴを活用した連携

初期診療から入院、転退院、地域での療養まで、安心して医療を受けられるよう、
医療機関同士の連携を支援する仕組が必要

・東京都医師会は、東京総合医療ネットワークの取組を促進し、都内医療機関に広く活用を促す。
・東京都は、東京都多職種連携ポータルサイト（仮称）を着実に構築し、都内の医療機関間の連携を促進するととも
に、遠隔画像診断などを推進
・都内医療機関・東京都医師会・東京都は、相互に協働しながら、東京都全体におけるICTを活用した医療連携を充
実していく。

総合診療機能の充実

認知症をはじめ複数の疾患を抱えた患者が地域で安心して暮らせるよう、地域で生活する患者の
医療ニーズに合わせた外来医療機能の充実が必要

・病院は、複数の疾患や合併症の診療を行う総合診療機能を充実
・診療所は、かかりつけ医として、専門とする診療に加えて、幅広い視野で様々な疾患等に対応する総合診療機能を
充実
・医療機関は、地域の実情を踏まえ、かかりつけ医や総合診療医、複数の診療科が連携したチーム等、様々な形で
地域の総合診療機能を充実させていく。
・医育機関・医療機関は、総合診療機能を担う医師の育成を推進
・東京都医師会・東京都は、総合診療機能を充実させる医療機関の取組みを支援
・地域の総合診療機能を担う病院や一般診療所と、大学病院等が連携し、地域で生活する患者の医療ニーズに合わ
せた外来医療機能を充実

病院間の連携（高度医療と地域医療の連携）

患者の状態に応じた円滑な病院間の医療連携の推進が必要

Ⅱ 東京の特性を生かした切れ目のない医療連携システムの構築
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課題④

取組の方向性

課題⑤

取組の方向性

課題⑥

取組の方向性

病院と診療所の連携

退院後に地域で円滑な在宅療養生活に移行できるよう、支援の充実が必要

・東京都は、東京都多職種連携ポータルサイト（仮称）や地域医療連携システムの充実を図り、病院と一般の診療所
の患者情報の共有を推進
・病院と一般診療所が連携し、住み慣れた地域や就労先付近で、患者の状態に応じて一貫して適切な医療を受けら
れるよう紹介・逆紹介を充実

救急医療の充実

限られた資源を有効に活用し、救急患者をいつでも、どこでも、誰でも、症状に応じた医療に
確実かつ迅速につなげる取組が必要

・東京都は、三次救急、二次救急と初期救急医療機能の役割分担を明確化し、病院と診療所が協力しながら地域の
救急医療体制を構築する取組を推進
・休日夜間急患センターや在宅当番医制度等初期救急を担う医療機関が機能を充実し、入院を必要としない患者の
受入れを促進
・東京都は、♯7119救急相談センターや♯8000子供の健康相談室（小児救急相談）の周知をするとともに、効果的な
利用を促し、救急医療機関等に対する都民の適切な救急医療の受療行動を普及啓発
・都民は、症状に応じた適切な救急医療の受療行動を理解し、行動する。

災害医療の充実

災害拠点病院が中心となった地域ごとの特性に応じた災害医療体制の確保が必要

・東京都は、災害発生時に、全ての医療機関を「災害拠点病院」、「災害拠点連携病院」、「災害医療支援病院」及び
「診療所等」のいずれかに区分し、医療機関の役割分担を明確化した災害医療体制を整備
・区市町村は、地域の医療機関との連携により、産科や人工透析医療など、災害時に特に支援が必要な患者が適切
に医療につながるよう地域の実情に応じた体制を整備
・東京ＤＭＡＴは、災害現場において救命処置などを行うとともに、災害拠点病院等への搬送時の治療等を実施
・災害拠点病院は、災害発生時の傷病者の受入れや、区市町村が設置する緊急医療救護所との連携など、地域の
拠点として必要な医療救護活動を行う体制を整備
・診療所は、所在地域の区市町村の地域防災計画に沿って、災害時における自らの取組をあらかじめ検討し、緊急
医療救護所への参集計画、自院の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定などを進める。
・都民は、緊急医療救護所の設置場所など地域防災計画を理解し、災害発生時に備える。
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課題⑦

取組の方向性

・東京都は、外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）の取得や案内表示、ホームページの多言語化等院内体
制の整備を行う医療機関を支援
・東京都は、未収金防止対策、宗教・文化の違いを踏まえた対応等に取り組む医療機関を研修等により支援
・医療機関は、対応可能な外国語の情報などを医療機関案内サービス「ひまわり」等を活用して積極的に周知
・東京都は、公共施設や宿泊施設等と連携し、外国人患者に医療情報を効果的に提供
・医療機関や宿泊施設、行政は、連携して外国人患者が安心して医療機関を受診できるよう支援
・東京都は、国と連携し外国人旅行者への旅行保険の加入促進の働きかけを行う。

外国人患者への医療提供体制

訪日外国人や在留外国人の増加を踏まえ、外国人患者が言葉や文化の隔てなく、
症状に応じて安心して医療機関を受診できる環境整備が必要
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課題①

取組の方向性

課題②

取組の方向性

課題③

取組の方向性

ＩＣＴを活用した連携

患者・家族が安心して住み慣れた地域で療養生活を継続できるよう、医療・介護関係者等、
多職種の連携を支援する仕組が必要

・東京都は、東京都多職種連携ポータルサイト（仮称）を着実に構築するとともに、地域医療連携システムの充実を図
り、病院、診療所、介護関係者が患者情報を共有し、円滑に連携できるよう支援
・都内医療機関・介護関係者・東京都医師会・東京都は、相互に協働しながら、東京都全体におけるICTを活用した
医療・介護連携を充実していく。

予防・健康づくり

都民一人ひとりが生涯にわたり健やかな人生を送ることができるよう、健康づくりや
疾病予防の推進が必要

・かかりつけ医機能を担う医療機関の医師は、学校医、予防接種等の公衆衛生活動や産業医・地域産業保健セン
ターの活動、日常的な診療等を通じて、地域の住民や就労者の健康づくりや疾病予防等を支援
・東京都は、がんや糖尿病などの疾病や予備群の早期発見を推進するため、がん検診や健康診査等の重要性を都
民に普及啓発し、受診率を向上

都民への普及啓発

限られた医療資源を有効に活用するため、疾病予防や適切な受療行動を取ることの重要性を
都民に啓発することが必要

・東京都医師会、東京都歯科医師会、東京都薬剤師会は、日常的な診療や健康管理等に重要な役割を果たす、プ
ライマリケアを担うかかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬剤師を持つことの重要性について都民への啓発を
推進
・東京都は、都民のニーズの高い、休日・夜間に受診可能な医療機関の情報を医療機関案内サービス「ひまわり」に
おいて分かりやすく広報し、都民の適切な受療行動を支援
・東京都は、＃7119救急相談センターや＃8000子供の健康相談室（小児救急相談）の周知をするとともに、効果的な
利用を促し、救急医療機関等に対する都民の適切な救急医療の受療行動を普及啓発

Ⅲ 地域包括ケアシステムにおける治し、支える医療の充実
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課題④

取組の方向性

課題⑤

取組の方向性

課題⑥

取組の方向性

在宅医療の充実

定期的な訪問、病状の急変時における往診、疾患・重症度に応じた治療等患者の状態に応じた
きめ細かな対応が可能な在宅医療提供体制の整備が必要

・区市町村・東京都医師会・東京都が協働し、各地域の実情に応じた様々な在宅医療が提供できる環境を整備
・東京都医師会・東京都は、医療関係者が患者の多様なニーズに対応できるよう、東京都多職種連携ポータルサイト
（仮称）等のＩＣＴツールを活用を促し、医療介護連携を強化

多職種連携

在宅療養患者がいつでも必要な支援を受けられる体制が必要

・区市町村・東京都医師会・東京都は、地域のかかりつけ医、訪問看護ステーション、介護サービスや地域のリハビリ
資源等による連携を強化するよう東京都多職種連携ポータルサイト（仮称）や地域医療連携システム等の活用を促進
・東京都は、医療的ケアを要する子供（医療的ケア児）を含む、在宅医療を必要とする小児が適切な環境で在宅療養
できるよう、在宅医の小児在宅医療への参入を促進

・かかりつけ医機能を担う医療機関は、専門とする診療に加えて、幅広い視野で様々な疾患等に対応する総合診療
機能を充実
・医療機関は、他の医療機関と協働して、休日・夜間等においても、オンコール対応などにより、相談や診療に応じら
れる体制を構築
・東京都医師会・東京都は、都民がかかりつけ医の役割を認識し、適切な受療行動につながるよう普及啓発を促進
・東京都医師会・東京都は、総合診療機能を充実させる医療機関の取組を支援

かかりつけ医機能の充実

住民に最も身近で地域医療の第一線を担うかかりつけ医の機能の充実が必要
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課題⑦

取組の方向性

看取りまでの支援

住み慣れた暮らしの場など、患者が望む場所での看取りを行うことができるよう支援が必要

・都民は、もしものときのために、患者が望む医療やケアについて、前もって考え、繰り返し話し合い、共有する取組で
ある「人生会議（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）」の重要性をあらかじめ理解し、取り組む。
・医療・介護関係者は、患者の状態に応じて、適切な情報提供と説明を行い、患者・家族の意思決定を支援
・区市町村・東京都医師会・東京都は、「人生会議(ＡＣＰ）」の重要性について、リーフレットやホームページ等を活用
して都民の理解を促進
・区市町村・東京都医師会・東京都は、自宅や施設などの患者が望む場所において看取りを行う、医療・看護・介護
職員の対応力の向上を支援
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課題①

取組の方向性

課題②

取組の方向性

課題③

取組の方向性

総合診療機能を担う人材の確保・育成

認知症をはじめ複数の疾患を抱えた患者が地域で安心して暮らせるよう、
外来で総合的な診療を担う医療人材の確保・育成が必要

・医育機関や特定機能病院等は、幅広い視野で患者を総合的に診療する医療人材を確保・育成
・地域の病院及び診療所は、チームとして複数の疾患に対応し、患者を総合的に診療する総合診療機能を担う医療
人材を確保・育成
・東京都は、地域医療支援ドクターや東京医師アカデミーを活用し、多摩・島しょ地域のニーズに応じて、地域で総合
診療機能を担う医師を確保・育成

在宅療養を支える人材の確保・育成

在宅療養患者の安心した生活を支える医療・介護人材の確保・育成が必要

・東京都医師会・区市町村・東京都は、重症の患者への対応、24時間の対応、定期的な訪問や医療的ケアを要する
子供など、患者の状態に応じた在宅療養生活を支援する医療・介護人材を確保・育成
・東京都医師会・区市町村・東京都は、「人生会議（ＡＣＰ）」などの意思決定や看取りまでの支援等、身体的、精神
的、社会的に患者・家族をサポートできる医療・介護人材を確保・育成

・特定機能病院等は、専攻医の育成や臨床研究の促進を通じて、希少がんや難病など一般の診療所や地域の病院
では診断・治療が難しい疾病の診療を担う医療人材を確保・育成
・特定機能病院等は、認定看護師等、高度・専門化する医療への対応をはじめ、質の高い看護ケアを実践できる人
材を確保・育成

高度医療を担う人材の確保・育成

一般の診療所や地域の病院では診断・治療が難しい疾病の診療を担う、
高度な知識や技術を有する人材の確保・育成が必要

Ⅳ 安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成
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課題①

取組の方向性

課題②

取組の方向性

・東京都及び東京都医師会は、地域に不足する外来医療機能を把握するため、診療科別の病院・診療所の診療内
容や規模、収益等の状況について、調査の実施を検討
・東京都及び東京都医師会は、地域で必要となる外来医療機能の種類や規模などについて地域の関係者と継続的
に協議

区市町村単位の外来医療機能の現状把握

二次保健医療圏単位でなく区市町村単位での外来医療機能の現状把握が必要

・東京都及び東京都医師会は、地域の外来医療の状況を明らかにするために、二次保健医療圏単位ではなく区市
町村単位等での病院及び診療所の外来医療に関する調査の実施を検討
・区市町村・東京都・東京都医師会等は、区市町村単位等での外来医療機能の状況などについて地域の関係者と継
続的に協議

診療科別の外来医療機能の現状把握

都民が必要な医療を地域で受けられる体制の検討が必要

次期計画に向けた課題（継続して検討）
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